
 

 

 

 

 

 

 

 

 

県有施設の使用電力への再生可能エネルギー導入について 

 

県では、２０５０年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「脱炭素社会ぎふ」の実

現を目指しています。 

そのため、２０３０年までに全ての県有施設の使用電力に再生可能エネルギーを導入する

予定です。 

令和３年度は、全２５４施設（令和３年３月時点）のうち９６施設において再生可能エネ

ルギーの比率が３０％以上の電力を導入します。これにより、県が排出する年間の温室効果

ガスの約５％（二酸化炭素換算で約４,０００トン）を削減することが可能となります。 

 県有施設において、再生可能エネルギー比率を指定し電力を調達する試みは、東海三県で

初となります。 

 

 

〇令和３年度に導入予定の施設 

  

※施設を所管する所属にて一括して入札を実施 

令和３年３月２６日（金） 岐阜県発表資料 

所属 担当係 担当者 電話 

環境管理課 温暖化対策係 大野・藤代 

内線 2694 

直通 058-272-8230 

FAX 058-278-2610 

対象施設 

(96施設) 

県庁舎、シンクタンク庁

舎、各総合庁舎(大垣警

察署、加茂警察署を含

む)※ 

(13施設) 

県立高等学校及び特別

支援学校(一部除く)、

県総合教育センター※ 

(82施設) 

県図書館 

(1施設) 

調達期間 令和 3年 4月 1日から 

令和 4年 3月 31日まで 

令和 3 年 4 月 1 日から

令和 4年 3月 31日まで 

令和 3年 6月 1日から 

令和 4年 5月 31日まで 

年間予定電力 

使用量 

8,476,184 kWh 22,876,820 kWh 1,379,840 kWh 

落札金額 

（税込） 

142,876,881円 337,682,443円 18,759,035円 

落札者 中部電力ミライズ（株） 中部電力ミライズ（株） 中部電力ミライズ（株） 

清流ミナモ 


